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研究費受入額 実施件数

国立大学における民間企業との共同研究・
受託研究実施件数及び研究費受入額の推移

（件数）（百万円）

H22から実施件数は約39％、

受入額は約54％増加！

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課「大学等における産学連携等実施状況について」より国大協事務局作成。

国立大学における共同研究・受託研究の実施件数及び研究費受入額は、平成22年
に比して、それぞれ約39％、約54％と大きく増加しており、今後、更なる拡大を
図る。

大学における民間との共同研究・受託研究
研究費受入額（H28）

70.4％

5.7％

23.9％

（単位：百万円）

国立大学
45,110

公立大学
3,685

私立大学
15,325

外部資金の拡大

７
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平成28年度の国立大学への寄附額は1,313億円であり過去10年間で最高額！

出典：文部科学省提供資料（国立大学の財務諸表 等）より
国大協事務局作成

国立大学の寄附金収入
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個人寄附は
約３倍の伸び！

○平成30年度の税制改正により、
評価性資産の寄附について非課税要件が緩和

↓

これまでも、各国立大学では、クラウドファン
ディング等の新たな取り組みを積極的に行いなが
ら寄附の獲得に努めてきたが、本改正を受け、遺
贈を含めた個人寄附のさらなる獲得に向け、さら
にファンドレイジングに注力していく 平成27年度 平成28年度

寄附収入の拡大

とりわけ個人寄附については、平成28年度から
学生への修学支援に対する寄附について所得税
の軽減措置が拡充されたことを追い風に、前年
度比で3倍弱の伸びを見せている！
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産業界から大学への研究費拠出の少なさ

日本における産業界から大学への研究費拠出の割合は、産業界側から見ても、大
学側から見ても、海外主要国と比較して低く、研究力向上のためには、産業界か
ら大学への研究費の拠出を更に拡大していく必要がある。

８
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国大協会長声明：国立大学法人制度の本旨に則った運営費交付金の措置を求める(平30.11.5)

近年、運営費交付金中の基幹経費を毎年一定割合で削減し、年度ごとの評価に基づいて、特定の戦略・目的等に関連

付けられた経費として再配分される仕組みが導入され、この再配分の割合が拡大する方向にある

法人化の本来の目的である自律的・戦略的な経営が困難

中長期的な視点に立った着実な改革を阻害

近年の動向：短期的な評価による不安定な財源措置の拡大

各種事業の中途での計画変更による非効率の発生

財政基盤の弱い大学の存在自体の危機

目指すべき方向性：長期的かつ安定的な制度の確立

・厳格な評価とそれに基づく資源配分は重要 ⇒ 十分な検討の上で、教育・研究の質に係る指標及び評価手法を開発・実施

・毎年度ではなく６年間の中期目標期間を基本とした評価と資源配分の安定的な仕組みを確立

国立大学は将来を見通した経営戦略の下に改革を実行！！

平成31年度予算の編成等に関する建議（平成30年11月20日財政制度等審議会）

運営費交付金の配分において、
〇各大学共通の指標(教育:就職率・進学率など、研究面:トップ10%論文数・若手教員比率・外部資金獲得額
など)に基づき相対評価かつ厳密な第三者評価を実施
〇評価に基づいて配分する額を運営費交付金のまずは10%程度、1,000億円程度にまで拡大

財政審へ
の反論
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国立大学法人の評価及び運営費交付金制度の在り方に係る論点

国は、各国立大学法人が中長期的な見通しを持って自律的・戦略的な経営を行い中期目標の達成に努めることができるよう、第４期中期目標期
間（2022年度から）における実施のため、できるだけ早期（2020年度）に、次のような制度を構築・公表すべきではないか。

①６年間の中期目標期間中は、毎年度「渡し切り」の運営費交付金を安定的に措置

②６年間の成果を厳正に評価し、その結果を次期中期目標期間の運営費交付金の額にメリハリを持って反映

〇運営費交付金の意義・必要性の再確認とその算定・配分の基本的な在り方

・教育・研究に係る基盤的な財源としての運営費交付金の意義・必要性を再確認する必要があるのではないか。

（我が国の現状及び諸外国の大学の基盤的経費の状況を踏まえつつ）

・運営費交付金は、教育・研究に係るコストを踏まえ、各大学のミッション（地域・国・世界への貢献等）や学問分野の特性を踏まえた透明

性のある基準により安定的に措置することを基本とすべきではないか。

・そのため、まず各学部等別の教育・研究コストの算定・分析・可視化の手法を早急に開発する必要があるのではないか。

（経営委員会の下に「コストの見える化検討会」（座長:久保九州大学総長）を設置して検討）

〇教育・研究の成果に係る評価及び運営費交付金への反映の在り方

・中期目標期間中の教育・研究の成果について、客観的な指標に基づき、各大学のミッション（地域・国・世界への貢献等）や多様な学問分

野等の特性を踏まえつつ、専門家による厳正な分析・評価を行うシステムを構築すべきではないか。

・客観的な指標の設定および分析評価においては、地域や社会への貢献及び国際連携・協力の観点に十分配慮すべきではないか。

・評価結果は、教育・研究のそれぞれの特性に配慮して、次期中期目標期間の運営費交付金の算定に適切に反映する安定的な仕組みを構築す

べきではないか。

・そのため、まず教育・研究のそれぞれの成果に係る客観的な指標及び各大学のミッションや多様な学問分野等の特性に応じたそれらの指

標の分析・評価の手法を、諸外国の先行事例も検証しつつ早急に開発する必要があるのではないか。
（大学評価委員会の下に「評価検討会」（座長:西尾大阪大学総長）を設けて検討）

これを実現するためには喫緊の課題を洗い出し、交付金制度の在り方の議論をリードしていくことが必要

運営費交付金制度の基本的在り方

調査・検討課題及び論点

8

国大協として

の望ましい

制度提案の

ための検討
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・高等教育機関への進学率は上昇している
（データ出典：文部科学省「高等教育の将来構想に関する参考資料」2018年3月）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ 進学率の
現状

５
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・都道府県別の高等教育機関への進学率には、大きな格差がある
（データ出典：文部科学省「高等教育の将来構想に関する参考資料」2018年3月）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ 進学率の
地域特性
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・全国的な大学教育の提供について、学部では、特に地方における国立大学の貢献度が高い
（データ出典：国立大学協会「国立大学法人 基礎資料集 データカタログ2018（本編）」2018年2月）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ 学部
地域特性
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34

・データやAIによる分析から新たなイノベーション創出や価値創造を行える人材が不足
(データ出典：経済産業省「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」2016年6月）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ 社会的要請
への対応

14



・主要国の中では日本のみ、人口 100 万人当たりの修士・博士号取得者数が減少している。
・日本は他の主要国と比べて、人文・社会科学系における修士・博士号取得者数が少ない。

(データ出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2018」）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ 大学院
国際比較

【概要図表13】人口100 万人当たりの学位取得者数の国際比較

23
15



18.2 

OECD平均

29.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

ス
イ
ス

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ベ
ル
ギ
ー

イ
ギ
リ
ス

オ
ラ
ン
ダ

ア
メ
リ
カ

フ
ラ
ン
ス

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

デ
ン
マ
ー
ク

カ
ナ
ダ

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ポ
ル
ト
ガ
ル

ノ
ル
ウ
ェ
ー

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

日
本
ス
ペ
イ
ン

エ
ス
ト
ニ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

ラ
ト
ビ
ア

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ド
イ
ツ

チ
リ
メ
キ
シ
コ

ポ
ー
ラ
ン
ド

（単位：％）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ 留学生
受入状況

・学士、修士、博士のいずれの課程でも、留学生の割合はOECD平均より低い
(出典：国立大学協会「2018年度 国立大学法人基礎資料集」2019年3月）
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・学士課程 ・修士課程 ・博士課程

留学生の割合の国際比率（2016）
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・学士・修士・博士のいずれの課程でも、OECD平均よりも割合が低く、特に学士課程が低い
(データ出典：国立大学協会「2018年度 国立大学法人基礎資料集」2019年3月）

国立大学の役割・規模を検討するための参考データ
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25歳以上の学士課程への入学者の
割合の国際比較（2016）

30歳以上の修士課程への入学者の
割合の国際比較（2016〉

30歳以上の博士課程への入学者の
割合の国際比較（2016）
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リカレント･
産業界との
連携
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国大協と海外の大学団体との積極的な交流・連帯
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